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－総括１－ 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２９年度 平成２８年度 伸び率 

予算総額 ９,１５８,５０８千円 １３,２２６,７８４千円 △３０.８％ 

一般会計構成比         ０.５%         ０.７%    － 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 生活の安心を高める 

  Ｐ １      防犯環境整備事業【防犯・交通安全課】          ３７，０００ 

  Ｐ ２    埼玉発・高齢者安全運転推進プロジェクト 

                  【防犯・交通安全課】                  １０，７４３ 

  Ｐ ３        消費者被害対策事業【消費生活課】           １１３，４３２ 

  Ｐ ４  一部新規  市町村と連携した消費者行政の推進【消費生活課】    ２９６，４８７ 

 

 ２ 人材の活躍を支える 

  Ｐ ５ 新規 青少年の非行防止対策【青少年課】              １５，３４２ 

  Ｐ ６    アクティブシニアの社会参加支援【共助社会づくり課】       ４９，８０３ 

  Ｐ ７ 新規 地域デビューを後押しする情報発信【共助社会づくり課】   １０，６３５ 

 

 ３ 魅力と誇りを高める 

  Ｐ ８ 一部新規 多彩な資源を活用した魅力発信【広聴広報課】           ５６，７１６ 

  Ｐ ９  一部新規  東京五輪に向けた文化プログラムの推進【文化振興課】       ３９，９５１ 

  Ｐ１０ 一部新規 東京2020オリンピック・パラリンピックの推進 

                  【オリンピック・パラリンピック課】                    １２１，５８９ 

  Ｐ１１    東京オリンピックに向けた選手育成の強化 

         【スポーツ振興課】                                      ５４，０６４ 

  Ｐ１２      ラグビーワールドカップ2019大会の開催準備 

                  【ラグビーワールドカップ大会課】                      ４８１，５５１ 

  Ｐ１３ 一部新規 グローバル人材の育成【国際課】                 ３７４，３４６ 

  Ｐ１４ 新規 性的少数者の相談に対応する相談員の能力向上 

         【人権推進課】                                 ８６６ 

  Ｐ１５ 一部新規 ＤＶ被害者の自立支援の推進【男女共同参画課】           １５，２４５ 
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防犯環境整備事業 

 

                   担当 防犯・交通安全課 防犯事業担当 

                   内線 ２９４２、２９４５ 

 

１ 目  的 

  県内刑法犯認知件数の約３割を占める自転車盗被害を防止する重点対策、子

供や女性の防犯対策強化、地域での自主防犯活動の活性化により、安全・安心

の確保を図る。  

 

２ 事業内容 

 

 

ｆ 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ３７，０００千円 

県民への防犯対策の啓発強化、効果的な情報発信により防犯意識の高揚を図る。 

 ・自転車盗被害防止対策を中心とした防犯対策の啓発強化 

 ・県アプリ「ポケットブックまいたま」による防犯情報機能の改善 

県民、事業者等による地域での自主防犯活動の活性化を図る。 

 ・県民の自主防犯活動への参加促進 

 ・青パト活動を開始する団体等へ青色回転灯等装備品の提供 

 ・防犯協定事業者用の防犯ステッカーのリニューアル 

市町村が実施する防犯事業の経費の一部補助により、防犯環境の整備を図る。 

・自転車盗被害防止のため、被害の多発する市町村との連携により重点対策地区を

定め、地域に応じた様々な犯罪抑止対策（防犯カメラの設置や２重ロックなど）、

啓発強化等を実施 

・子供・女性の安全確保等の対策としての防犯カメラ設置 

 ・小学生への防犯ブザー配布 

 ・自主防犯活動へのパトロール用品等支援 

重点犯罪等抑止対策                  ３，９６０千円 

自主防犯活動活性化                  ６，０４０千円 

防犯環境整備推進補助金               ２７，０００千円 
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埼玉発・高齢者安全運転推進プロジェクト 

 

                 担当 防犯・交通安全課 安全教育・指導担当 

                 内線 ２９６１ 

 

１ 目  的 

  高齢運転者に対し、加齢による身体機能や認知機能の低下を客観的に体験できる講習

会や啓発を行い、自らの運転の状況を認識する機会を作ることにより、高齢者が原因と

なる交通事故の防止を図る。 

 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １０，７４３千円 

 

① タブレットや動画を活用した参加型の講習会 

  専門的知識を持った高齢者安全運転推進員がタブレット端末等を活用して、加齢に

よる身体機能や認知機能の低下を客観的に体験できる講習会を行い、自らの運転の状

況を認識する機会を作る。 

 

② 高齢者安全運転アドバイザーによる啓発 

  推進員が養成したアドバイザーが地域ごとに安全教育を実施 

 

③ 身体機能を認識できるイベントの展開 

  各季の交通安全運動などで動画等を活用し、安全運転意識の向上を図るイベントを

実施 

 

④ 高齢者事故危険度チェックシートによる自己点検 

  民生委員の高齢者世帯へのお達者訪問等に合わせ、「高齢者事故危険度チェック 

 シート」を配布し、自己の運転の見直しを呼びかけ 

 

埼玉発・高齢者安全運転推進プロジェクト     １０，７４３千円 
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消費者被害対策事業 
 

                   担当 消費生活課 総務・企画調整担当 

                                    内線 ２９３５            

 

１ 目  的 

  消費者の利益を守るため、複雑・多様化する消費生活相談に対する助言やあっせ

んを行うとともに、悪質事業者に対する指導・処分を行う。 

 

２ 事業内容 
 
 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

３ 予 算 額  １１３，４３２千円 

消費生活相談員を配置し、県民からの相談に助言やあっせんを行うほか、

困難事案の解決に向けた対応力強化を図る。 

 

    ① 消費生活相談員及び苦情処理アドバイザー（消費者問題に見識を有    

  する弁護士及び一級建築士等）の配置 

   ② 市町村消費生活相談窓口を支援する主任消費生活相談員を増員 

                        （７人→８人） 

 

                                  など 

 

  県民の安心・安全な消費生活の実現のため、機動的な立入調査により、悪質事業者

 に対する徹底的な指導・処分を行う。 

 

 ① 警察官ＯＢ職員の活用 

 ② 悪質事業者対策専門アドバイザー（消費生活関連法等を専門とする 

  弁護士等）の活用 

      

 

消費生活相談の実施                １０３，１１６千円 

悪質事業者対策の推進               １０，３１６千円 



                                    一部新規  
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市町村と連携した消費者行政の推進 
 

                  担当 消費生活課 総務・企画調整担当 

                               内線 ２９３５            

 

１ 目  的 

  県及び市町村が連携を図り、高齢者等の消費者被害の防止、消費者教育の  

 推進、消費生活相談窓口の拡充など、消費者を守るための体制強化を図る。  

 

２ 事業内容 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

３ 予 算 額  ２９６，４８７千円 

高齢者等を見守る地域ネットワークづくりの支援や消費者力向上のための  

消費者教育の実施、さらに市町村消費者行政への支援などを行う。 
 
 ① 高齢者等の見守り体制の確立 
   ・地域における高齢者等の見守りや消費者被害防止の啓発活動 

   ・消費者団体等と連携した消費者被害防止サポーターの支援 
 
 ② 消費者教育の充実 
  ○ 学校連携等による消費者教育 
   ・消費者教育コーディネータの設置検討（新規） 
   ・インターネット広告の不当表示の啓発・監視（新規）  
   ・成年年齢引下げを見据えた消費者教育の強化（新規）  
  ○ 成人に対する消費者教育 
   ・路線バス、ラジオ・テレビＣＭなど視聴覚に訴える情報発信(一部新規) 
 
 ③ 市町村支援の充実 

  ○ 消費生活相談体制の強化 
   ・消費生活相談員レベルアップ研修 
   ・県の主任消費生活相談員による市町村巡回訪問の実施 

   ○ 不当取引専門指導員による悪質事業者対策 
    ・市町村の消費生活センター及び各警察署を巡回し、悪質事業者に  

 関する情報収集、調査、情報交換等の実施（新規） 
 
                                  など 

  消費者行政活性化の取組を行う市町村等へ補助を行う。 

  〔補助率１０／１０〕 
 ① 消費生活相談窓口の環境整備 
 ② 消費者被害の未然防止のための啓発に関する取組 
 ③ 相談日・時間の拡充に伴う消費生活相談員の人件費 
 ④ 高齢者等の消費者被害防止のための見守り活動 
                               など 
                          など  

県事業（一部新規）               １１６，４８７千円 

市町村補助事業                 １８０，０００千円 



新規 
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① 声かけパトロールの実施 

  様々な経験を有する事業主などによる青少年「街の応援団」を市町村に結成し、 

 声かけを行う新たな非行防止パトロールを支援 

② 研修会の開催 

  少年たちの心に寄り添うための声かけやコミュニケーションの方法等のノウハウ 

 やスキルを学ぶ研修を実施 

  

 

 ① 自立を促す活動の場づくり事業 

    非行少年の体験の場を確保するとともに、非行少年とのマッチングを実施 

  ○ 社会体験 

     農作業、スポーツ体験、清掃活動等のボランティアなど社会体験活動を実施 

  ○ 就労体験 

     建築や理美容等の職場体験を通じて、社会生活の基礎的能力の習得や信頼でき 

    る大人との出会いなど就労体験活動を実施 

  ○ 学び直し支援 

     資格取得、進学等に向けた基礎学力の習得を目指した学び直し支援を実施 

 ② 保護者等への総合支援事業 

    保護者等の悩みを解消する電話相談や専門家等による講演や同じ悩みを持つ方と 

     意見交換できる体験交流会を実施 

 ③ セカンドチャンスを支える協力者拡大事業 

    立ち直りに協力いただく県民や企業等の裾野を広げ、県全体で自然と支援できる 

     気運を醸成するため、シンポジウム等を開催 

青少年の非行防止対策 
 

               担当 青少年課  健全育成担当 

非行防止担当 

 内線 ２９１２、２９１４  

１ 目  的 

非行のおそれのある少年を早期発見してその非行化を防ぐため、地域の幅広い人材が

参画して声かけを行う非行防止パトロールの実施を支援する。 

また、非行に走った少年の再犯防止のため、企業や団体等での体験等を通じて社会性

を身につけながら、その立ち直りを支援する。 

 

２ 事業内容 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １５，３４２千円 

青少年「街の応援団」事業費              ４,３４２千円 

青少年セカンドチャンスの場づくり事業費      １１，０００千円 
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アクティブシニアの社会参加支援  
 

担当 共助社会づくり課 共助づくり担当 
担い手支援担当  

内線 ２８１６、２８３７        

１ 目  的 

  ２０２５年問題を見据え、シニアが地域に「興味を持ち」、社会に参加する

「きっかけづくり」を支援する。 

より多くの元気なシニア及び現役世代の方々に豊かな知識や経験を地域に生  

かして、社会から求められる存在、共助の担い手として活躍いただき、地域の

活性化を目指す。 

 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ４９，８０３千円 

 
① アクティブシニアの社会参加支援事業補助金 

  シニアの「地域デビュー」を後押しする取組や体制づくりを積極的に行うモデル市 

 町村に対し、その経費を補助する。（市町村への財政支援）また、県内に取組を広げる 

 ため地域デビュー支援会議を開催する。 

 ○ 対象事業 

  ・地域活動への参加を促すイベントの開催 

  ・シニアの活動を支援する関係機関のネットワークづくり 

 ○ 補助総額 ３６，０００千円（３，０００千円×１２市町村） 

 

② シニアボランティア養成事業 

 シニアが社会参加する「きっかけづくり」から具体的な活動への参加につなげるた 

めボランティア活動に興味のあるシニアを対象に、その心構えの講座や活動団体との 

顔合わせを行う。また、彩の国市民活動サポートセンター内に市町村向けサポートデス 

クを設置する。 

  ○ 市民活動サポートセンター、いきがい大学等と 

    連携して実施 ２５回開催 

 

③ 地域デビュー出会い創出事業 

  シニアとＮＰＯ等との交流会を県内各地で実施する。 

アクティブシニアの社会参加支援事業         ４２，７７５千円 

 
 定年退職者や現役世代に仕事で培った経験やスキルを生かしたボランティア活動を働

き掛けるとともに、中核となる人財の養成を図り、地域の課題解決に取り組むＮＰＯ法人

等に対する支援の輪を広げる。 

 

 ○ 専門家ボランティア人財の掘り起こし 

 ○ ＮＰＯ法人等の支援に中心的な役割を果たす人財養成講座の実施 

 ○ 情報ポータルサイトの運営 

 

アクティブシニア専門家ボランティア養成事業      ７，０２８千円 

 

 



                                 新規  
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地域デビューを後押しする情報発信 
 

 

                  担当 共助社会づくり課  総務・ＮＰＯ認証担当 

                            担い手支援担当 

              内線 ２８１８、２８２８ 

 

 

１ 目  的 

  地域活動に参加していない方には、内容や魅力が伝わっていないために興味

がないという方も多い。また、活動の第一歩は、友人や家族の後押しが有効で

ある。そこで、地域活動の魅力をシニア及びその周囲の方へ届け地域デビュー

への第一歩を後押しする。  

 

２ 事業内容 

 

 

  地域活動への興味を呼び起こすため、「地域デビュー魅力伝え隊」及び「地  

 域デビュー川柳の募集」により、継続的、重層的に情報発信を行う。  

 

 ①  地域デビュー魅力伝え隊 

  まだ地域デビューしていないアクティブなシニアを公募し、「地域デビュー魅力伝

え隊」として自ら地域活動に参加してもらう。地域活動の面白さや魅力を伝える「伝

道師」として、地域デビューへの一歩を踏み出せていないシニアに向けて、自らの体

験や感想を同じ目線で情報発信する。 

 

 ②  地域デビュー川柳の募集 

 シニアの地域デビューをテーマとした川柳をシニアや家族などから募集し、ユニー

クな作品の発表を通じて、シニアだけではなく、家族など周囲の方にも関心を呼び起

こす。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １０，６３５千円 

地域デビュー 

川柳の募集 

地域デビュー 

魅力伝え隊 

様 

々 

な 

地 

域 

デ 

ビ 

ュ 

ー 

へ 
 

興味を呼び起こす 

イベント 
・テレビ 

・新聞、ミニコミ誌 

・ＨＰ 

・ＳＮＳ 

 (フェイスブック等) 

・ニュースレター 

口コミ 

地域デビュー「はじめの一歩」応援事業        １０，６３５千円 

アクティブシニアの地域デビュー事業         １８，０００千円 



                                    

                             一部新規  
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多彩な資源を活用した魅力発信 
 

                      担当 広聴広報課 魅力発信担当 

                      内線 ３１９２ 

 

１ 目 的 

  本県が持つ多彩な資源を活用した魅力発信を行うことで、本県の魅力の向上、県民の

郷土愛醸成、地域経済の活性化等につなげる。 
 

２ 事 業 内 容 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ５６，７１６千円 

 

① 「埼玉サイクルエキスポ2018」の開催 

  【期 間】平成３０年２月の土日２日間 

  【会 場】さいたまスーパーアリーナ（コミュニティアリーナ等） 

  【出 展】１００企業・団体以上 

  【来場者】３．６万人以上 

  【内 容】自転車関連企業によるブース出展、試乗コースの設置、 

       自転車の楽しみ方・安全利用と埼玉県の魅力を発信する 

       ステージイベントの開催等 
 

② 自転車広報サイト「ポタ日和」運営管理費 

  ポタガールによる魅力スポットの紹介、自転車イベントＰＲ等 

 

① 「WE LOVE SAITAMA」プロジェクトの展開 

  県庁オープンデー等県民の日普及事業の実施、 

  県民栄誉章等の表彰、冊子「埼玉の魅力」作成等 
 

② コバトン知名度アップ大作戦の展開 

  コバトン・さいたまっちが主要イベントに出演、 

  着ぐるみの制作及び維持管理等 
 

③ 「まつりだ、埼玉！魅力だ、埼玉！」の展開（新規） 

  「まつり」ＰＲサイトの開設、 

  メディアミックスによる「まつり」ＰＲ等 

 

 

自転車を活用した埼玉の魅力発信          ３３，２４１千円 

埼玉魅力発信戦略事業（一部新規）         ２３，４７５千円 
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東京五輪に向けた文化プログラムの推進 
 

担当 文化振興課 総務・財団担当 

創造・発信担当 

内線 ２８７８、２８８２     

 

１ 目  的 

  オリンピック・パラリンピックは、スポーツだけでなく文化の祭典でもあり、

東京オリンピック・パラリンピックは、埼玉県の魅力を世界に発信する絶好の機会

である。 

  埼玉の特徴を生かした文化イベントを実施することで、県内の文化芸術活動を活

発化するとともに、埼玉の魅力を国内外にアピールする。 

 

２ 事業内容 

 

 

 伝統芸能、盆栽や生け花、茶道など、埼玉の「和」の文化を一堂に集めたイ

ベントをオリンピック開催１０００日前に合わせて開催する。  

 ① 開催日：平成２９年１０月２８日（土）、２９日（日）（予定） 

 ② 開催場所：大宮公園（予定） 

 ③ 主な事業内容（予定） 

・特設ステージにおける伝統 

 芸能などの上演 

・屋外での大茶会の実施、盆 

 栽・生け花等の展示 

                       イベントイメージ 

 

 

  高齢者が舞台芸術活動を通じていきいきと暮らす社会の実現を目指す。 

  そこで、故蜷川幸雄氏が高齢者に参加 

 を呼びかけた「１万人のゴールド・シア 

 ター２０１６」の参加者を核に、公演の 

 成果と蜷川氏のレガシーを継承する「シ 

 ニア・アーツ・クラブ」を結成する。 

 

３ 予 算 額  ３９，９５１千円 

埼玉 WABI SABI大園会（仮称）の開催（新規） ３２，３９９千円 

シニア・アーツ・クラブの結成        ７，５５２千円 

１万人のゴールド・シアター２０１６稽古  撮影：宮川舞子 
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① 気運醸成事業 

・カウントダウンイベントの開催 

・県内開催競技のＰＲイベントの実施 

・大会時に本県の魅力を発信するための「SAITAMA HOUSE（仮称）」の設置に向けた調査 

 検討（新規） など 

② おもてなし事業 

・ボランティアの確保・育成 

・ホームステイ等の宿泊対策の調査検討（新規） など 

③ キャンプ誘致事業 

・各国オリンピック委員会等の県内視察対応 

・平昌2018冬季オリンピック・パラリンピック等でのＰＲの実施（新規） など 

④ 実施計画策定等事業 

・実施計画（環境・美化等）の策定 など 

 

  

 ・2020オリンピック・パラリンピック／ラグビーワールドカップ2019庁内推進会議 

  等の開催運営 

 ・広報・情報発信（ウェブサイト運用） など 

東京2020オリンピック・パラリンピックの推進 
 

                 担当 オリンピック・パラリンピック課 

                      総務・委員会・キャンプ担当  

                 内線 ２８８５ 

 

１ 目  的 

  東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向け、本県にお

ける開催準備を進める。 

 

２ 事業内容 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １２１，５８９千円 

2020オリンピック・パラリンピック／ラグビーワールドカップ 2019 

埼玉県推進委員会事業費（一部新規）            １０１，８９６千円 

東京オリンピック・パラリンピック推進事業管理運営費    １９，６９３千円 
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東京オリンピックに向けた選手育成の強化  

                 

                担当 スポーツ振興課 競技スポーツ担当 

                内線 ６９５５ 

            

１  目  的 

    国体などで埼玉県代表として活躍しているアスリートのうち、オリンピック

出場が期待できる選手を総合的にサポートする。 

 

２  事業内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額  ５４，０６４千円 

 

① 対象競技 

  ・オリンピック実施競技 

② 対象年齢 

  ・中学３年生以上 

③ 強化指定選手 

  ・６０名（選考委員会により選考） 

  ・本県登録選手及び本県内学校出身者のうち、競技団体からの推薦が 

   あった選手 

④ 対象経費 

  ・海外・国内遠征費 

  ・海外・国内合宿費 

  ・個人コーチ・コンディショニングトレーナーの委託料等 

⑤ 助成額 

  ・強化指定選手一人当たり ４０万円 

強化指定選手への助成         ２５，１４３千円 

 

① サポート内容 

  ・スポーツ系大学等と連携し、身体能力測定や分析を実施 

  ・専門スタッフによるトレーニングメニュー等の作成・提供 

  ・監督・コーチ等と一体となった指導  

  ・定期的な評価と更なる改善 

  

 

 

 

 

 
                     （写真：早稲田大学スポーツ科学部提供） 

スポーツ科学による支援        ２８，９２１千円 
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 大会開催準備費用の一部としての日本組織委員会への分担金 

 県と熊谷市で１億５千万円ずつ負担 

 ３年度（平成２７年度から２９年度）に分けて出捐 

  

 全国自治宝くじとしてラグビーワールドカップ協賛宝くじを販売 

 開催自治体に均等配分される収益金を日本組織委員会へ拠出 

  

 ２年前イベントをはじめとするＰＲイベントやタグラグビー教室の開催、広報啓発グッズ

作成、開催都市プロモーションなど２０１９年大会に向けた気運醸成事業を実施する。 

  

 非常勤職員報酬、旅費など課の運営経費 

ラグビーワールドカップ 2019大会の開催準備 
 

             担当 ラグビーワールドカップ大会課 広報担当  

             内線 ６８７３                

１ 目  的 

  ラグビーワールドカップ 2019大会に向け、開催準備を進める。 

 

２ 事業内容 

 

 

 

  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ４８１，５５１千円 

 

ラグビーワールドカップ大会協賛宝くじ拠出金      ３７４，０００千円 

ラグビーワールドカップ大会埼玉県推進委員会負担金    ４２，０００千円 

ラグビーワールドカップ大会開催都市分担金        ５０，０００千円 

ラグビーワールドカップ大会事務局経費          １５，５５１千円 



                                    一部新規  

- 13 - 

 

① 埼玉から世界へ ～世界へはばたく若者を支援～ 

 ○ 県内疑似留学体験「グローバルキャンプ埼玉」の拡充 

   ・学校・NPO単位での実施に対しては費用の一部を補助 

 ○「埼玉親善大使」の範囲の拡大 

   ・国の奨学金により留学する県内大学の学生等にも新たに委嘱 

   ・海外で県の魅力発信に使える「親善大使ハンドブック」を作成・提供（新規） 

 ○「“日本語パートナーズ”派遣事業」 

   ・ASEAN諸国に日本語教師の助手を派遣 

② 世界から埼玉へ ～海外からの留学生を埼玉につなぐ～ 

 ○ 県内企業への就職支援 

   ・インターンシップの拡充、企業就職面接会、企業と留学生の交流会の開催 

 ○ ホームステイ促進 

 ・ホストファミリーへの受入研修の開催・受入費用の一部負担（新規） 

 

①  県と民間が連携した新たな海外留学奨学金制度をスタート 

② 産学官からなるグローバル人材育成センター埼玉（GGS）が運営 

③ 冠奨学金制度の創設 

  ・ 一定額以上の寄附者は奨学金の名称や対象・条件を指定可能 

  ・ 寄附者が奨学生の選考に参加することも可能 

④  帰国後、埼玉での活躍を志す若者を支援する「地域活躍コース」の創設 

グローバル人材の育成 
 

                        担当 国 際 課  グローバル人材育成担当 

                             内線 ２７１２ 

                  

１ 目  的 

 官民連携による新たな奨学金制度と県内疑似留学等で国際的な視野を持った

人材を育成するとともに、海外からの優秀な人材の県内企業への就職を支援す

る。 

  

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ３７４，３４６千円 

埼玉と世界を結ぶグローバル人材の育成（一部新規）      ７４，３４６千円 

民間と連携した新たな海外留学奨学金（新規）        ３００，０００千円 
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性的少数者の相談に対応する相談員の能力向上  

 

                   担当 人権推進課 企画・総務担当 

                        内線 ２８２９  

 

１ 目  的 

性的少数者の相談に対応する相談員の能力向上を図るため、県の相談員への専門研修

や市町村との合同研修を実施する。 

 

２ 事業内容 

 

３ 予 算 額  ８６６千円 

 

 

① 相談員専門研修 

 ○ 目的 

・性的少数者に対応する相談員の対応技術の向上 

 ○ 対象者 

・男女共同参画推進センター（With Youさいたま）相談員等 

 ○ 内容 

・対応が困難な事例の対処方法等の検討を中心とした研修 

 

② 相談機関の合同研修 

 ○ 目的 

・全体的なレベルアップを図るための研修 

 ○ 主な対象者 

・性的少数者の相談を受ける機関の職員 

 ○ 内容 

・テーマを変えて４回程度実施 

・テーマに合わせて専門家（医療関係者、法律関係者等）が解説 

・相談員がグループワークを実施 

新たな人権課題に対する支援事業                   ８６６千円 
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ＤＶ被害者の自立支援の推進 
 

                   担当 男女共同参画課 ＤＶ対策担当 

                                    内線 ２９２５  

 

１ 目  的 

  ＤＶ被害者の自立支援に向け、母子の自立への活力を引き出すための心理教育プログ 

 ラム等を実施するとともに、ＤＶ被害者の継続的個別支援を行う民間団体を育成する。 

 

２ 事業内容 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １５，２４５千円     

 

 

 ① ＤＶ被害母子の心のケア 

   ＤＶ被害母子が身近な地域で心のケアを受けられるよう、市町村との広域 

  連携により心理教育プログラムを実施し、普及を図る。 

   また、ＤＶ被害母子に係る電話相談を新たに実施し、プログラムの効果持 

  続やプログラムを受講できなかった母子の心のケアを図る。（新規） 

 

 ② 民間団体による継続的自立支援 

   シェルター等を運営する民間団体に委託し、心のダメージにより就労が途 

  切れがちなＤＶ被害者に対し、心のケアを含めた継続的な自立支援を行う。 

ストップＤＶパープルネットさいたまプロジェクト事業費（一部新規） 

                            １０，１１７千円 

 

 ① 民間団体育成 

   ＤＶ被害者の多様な状況に対応した支援を行うことができる民間団体を育 

  成するため、団体スタッフの資質向上研修などを実施する。 

   また、被害者の自立支援において必要な多くのサービスを提供する市町村 

  と民間団体との情報交換会を行う。 

ＤＶからの回復 民間活力パワーアップ事業費（新規）   ５，１２８千円 


